
平成 30年度の地方財政         「平成 30年版地方財政白書」抜粋 

（1）平成 30 年度の経済見通しと国の予算 

ア 経済見通しと経済財政運営の基本的態度 

「平成 30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」は、平成 29年 12月 19日閣議了解、平成 30

年 1月 22日閣議決定された。この中で、以下の平成 29年度の経済動向、平成 30年度の経済見通し及び平

成 30年度の経済財政運営の基本的態度が示された。 

（ア）平成 29年度の経済動向 

平成 29 年度の我が国経済をみると、アベノミクスの推進により、雇用・所得環境の改善が続く中で、

緩やかに回復している。海外経済が回復する下で、輸出や生産の持ち直しが続くとともに、個人消費や

民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、経済の好循環が実現しつつある。 

政府は、持続的な経済成長の実現に向け、「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として、少子

高齢化という最大の壁に立ち向かうため、平成 29 年 12 月 8 日に「新しい経済政策パッケージ」を閣議

決定した。あわせて、追加的財政需要に適切に対処するため、平成 29年 12月 22日に平成 29年度補正

予算を閣議決定した。雇用・所得環境の改善が続く中、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復

が続くことが見込まれる。 

物価の動向をみると、原油価格の上昇の影響等により、消費者物価（総合）は前年比で上昇している。 

この結果、平成 29年度の実質国内総生産（実質 GDP）成長率は 1.9％程度、名目国内総生産（名目 GDP）

成長率は 2.0％程度と見込まれる。また、消費者物価（総合）は 0.7％程度の上昇と見込まれる。 

（イ）平成 30年度の経済見通し 

平成 30年度の我が国経済は、海外経済の回復が続く下、「平成 30年度の経済財政運営の基本的態度」

の政策効果もあいまって、雇用・所得環境の改善が続き、経済の好循環が更に進展する中で、民需を中

心とした景気回復が見込まれる。 

物価については、景気回復により、需給が引き締まる中で上昇し、デフレ脱却に向け前進が見込まれる。 

この結果、平成 30年度の実質 GDP 成長率は 1.8％程度、名目 GDP 成長率は 2.5％程度と見込まれる。

また、消費者物価（総合）は 1.1％程度の上昇と見込まれる。 

なお、先行きのリスクとしては、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響等に留意する必要

がある。 

（ウ）平成 30年度の経済財政運営の基本的態度 

今後の経済財政運営に当たっては、引き続き、「経済再生なくして財政健全化なし」を基本とし、600

兆円経済の実現を目指す。 

少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として、

2020年に向けて取り組んでいく。世界に胎動する「生産性革命」を牽引し、これを世界に先駆けて実現

することを、2020 年度までの最重要課題と位置づけ、3 年間を集中投資期間として期限を区切り、その

実現に取り組む。また、「人づくり革命」は長期的な課題であるが、2020 年度までの間に、これまでの

制度や慣行にとらわれない新しい仕組みづくりに向けた基礎を築く。 

成長と分配の好循環により、国民全体が成長を享受できる。「全世代型」の社会保障制度により、子育



てや介護に対する不安なしに、誰にでも活躍の場があり、お年寄りも若者も安心して暮らすことができ

る社会を目指す。 

財政健全化については、基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化を目指すという目標を堅

持し、同時に債務残高対 GDP 比の安定的な引下げを目指す。この目標の達成に向け、これまでの経済・

財政一体改革の取組を精査した上で、本年の「経済財政運営と改革の基本方針」において、プライマリ

ーバランスの黒字化の達成時期及びその裏付けとなる具体的な計画を示す。平成 30 年度予算は、「基本

方針 2015」に盛り込まれた「経済・財政再生計画」における集中改革期間の最終年度であり、同計画に

掲げる歳出改革等を着実に実行する。 

日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、2％の物価安定目標を実現することを期待する。 

イ 国の予算 

政府は、「平成 30年度予算編成の基本方針」（平成 29年 12月 8日閣議決定）及び「平成 30年度の経済

見通しと経済財政運営の基本的態度」に基づいて平成 29年 12月 22日、平成 30年度予算政府案を閣議決

定した。 

平成 30年度予算は、以下のような基本的な考え方により編成された。 

（ア）平成 30年度予算の基本的な考え方 

a 安倍内閣は、長く続いたデフレからの脱却を目指し、経済の再生を最優先課題と位置付け、アベノ

ミクス「三本の矢」を推進してきた。平成 27年 10月からはアベノミクスの第 2 ステージに移り、一

億総活躍社会の実現を目指し、「三本の矢」を強化して「新・三本の矢」（戦後最大の名目 GDP600 兆

円、希望出生率 1.8、介護離職ゼロ）を放ち、少子高齢化という構造問題に正面から立ち向かい、成長

と分配の好循環の実現に向け取り組んでいる。 

b これまでのアベノミクスによる施策の実施により、政権発足前に比べ、GDP は名目、実質ともに

増加しており、企業収益は過去最高を記録するとともに、就業者数の増加、賃上げなど、雇用・所得

環境は大きく改善し、経済の好循環が実現しつつある。 

c 他方、経済の先行きについては、緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外経済の不確

実性や、金融資本市場の変動の影響等に留意する必要がある。あわせて、アベノミクスの成果を十分

に実感できていない地域の隅々までその効果を波及させ、経済の好循環を更に加速させるように、施

策を実施していく必要がある。 

d また、我が国財政は、国・地方の債務残高が GDPの 2倍程度に膨らみ、なおも更なる累増が見込

まれ、また、国債費が毎年度の一般会計歳出総額の 2 割以上を占めるなど、引き続き、厳しい状況に

ある。 

e 政府は、引き続き、「経済再生なくして財政健全化なし」を基本とし、600 兆円経済の実現を目指

す。このため、「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として少子高齢化という最大の壁に立ち

向かっていく。「新しい経済政策パッケージ」を推進するとともに、基礎的財政収支（プライマリーバ

ランス）の黒字化を目指すという目標を堅持し、同時に債務残高対 GDP比の安定的な引下げを目指す。

この目標の達成に向け、これまでの経済・財政一体改革の取組を精査した上で、プライマリーバラン

スの黒字化の達成時期及びその裏付けとなる具体的な計画を併せて示す。 

f 誰もが生きがいを持って充実した生活を送ることができる一億総活躍社会の実現に向け、アベノミ

クス「新・三本の矢」に沿った施策を推進する。 



第一の矢である「戦後最大の名目 GDP600 兆円」に向けては、地方創生、国土強靱化、女性の活躍、

働き方改革も含め、あらゆる政策を総動員することにより、デフレ脱却を確実なものとしつつ、経済

の好循環をより確かなものとする。第二の矢である「希望出生率 1.8」、第三の矢である「介護離職ゼ

ロ」に向けては、子育て・介護の環境整備等の取組を進め、国民一人ひとりの希望の実現を支え、将

来不安を払拭し、少子高齢化社会を乗り越えるための潜在成長率を向上させる。 

g 「新・三本の矢」はそれぞれ相互に密接に関連しており、それらを一体的に推進することで、成長

と分配の好循環を確立し、日本経済全体の持続的拡大均衡を目指す。 

（イ）平成 30年度予算の編成についての考え方 

a 平成 30 年度予算編成に向けては、これまでにも増して、構造改革は無論として、金融政策に成長

指向の財政政策をうまく組み合わせることに留意する必要がある。 

財政健全化への着実な取組を進める一方、上記の基本的考え方に沿って、「子育て安心プラン」を

踏まえた保育の受け皿整備など「人づくり革命」の推進や「生産性革命」の実現に向けた企業による設

備や人材への力強い投資、研究開発・イノベーションの促進など重要な政策課題について、必要な予算

措置を講じるなど、メリハリの効いた予算編成を目指す。 

b 誰もが自分の夢を追求できる、誰もが自分の能力を伸ばしていく、誰にも居場所があって頑張って

いける、そういう気持ちになれる日本を創りあげるため、アベノミクス「新・三本の矢」に沿って、一

億総活躍社会実現の取組を加速する。 

また、東日本大震災、熊本地震をはじめ、各地の災害からの復興や防災対応の強化を着実に進める。 

c 平成 30 年度予算は、「経済・財政再生計画」における集中改革期間の最終年度であり、同計画に掲

げる歳出改革等を着実に実行する。改革工程表を十分踏まえて歳出改革を着実に推進するとの基本的考

え方に立ち、その取組を的確に予算に反映する。 

また、予算編成に当たっては、我が国財政の厳しい状況を踏まえ、引き続き、歳出全般にわたり、聖

域なき徹底した見直しを推進する。地方においても、国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進める。 

d 歳出改革は、経済再生と財政健全化に資するよう、政策効果が乏しい歳出は徹底して削減し、政策

効果の高い歳出に転換する考え方に立って、「公的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、IT 化な

どの「公共サービスのイノベーション」という 3つの取組を中心に着実に推進する。引き続き、行政事

業レビュー等を通じて各府省の取組を後押しするとともに、地方自治体も含めた「見える化」の徹底・

拡大や優良事例の全国展開に取り組む。また、PDCAサイクル（計画（Plan）―実施（Do）―点検・評

価（Check）―施策の改善（Action）のサイクル）の実効性を高めるため、証拠に基づく政策立案（EBPM，

Evidence-based Policymaking）の視点を踏まえ、点検、評価自体の質を高める取組が重要であり、指

標や分析のオープンデータ化を積極的に進めるとともに、政策効果の測定につながる統計等の充実や早

期公表に努める。経済・財政一体改革推進委員会においては、改革工程表に沿った諸改革の進捗状況を

検証する。 

このような方針に基づいて編成された平成 30 年度の一般会計予算案の規模は 97 兆 7,128 億円で、前年

度当初予算と比べると 2,581 億円増加（0.3％増）となっており、基礎的財政収支対象経費は 74 兆 4,108

億円で、前年度当初予算と比べると 4,846億円増加（0.7％増）となっている。 

また、東日本大震災復興特別会計の予算規模は 2兆 3,593億円で、前年度当初予算（2兆 6,896億円）と

比べると 3,303億円減少（12.3％減）となっている。 

財政投融資計画の規模は 14 兆 4,631 億円で、前年度計画額と比べると 6,651 億円減少（4.4％減）とな



っている。 

（2）地方財政計画 

平成 30年度においては、通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏

まえ、歳出面においては、子ども・子育て支援や地方創生、公共施設等の適正管理に対応するために必要な

経費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わ

せた歳出改革を行うこととしている。また、歳入面においては、「基本方針 2015」で示された「経済・財政

再生計画」を踏まえ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、

平成 29年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き

生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填措置を講じ

ることとしている。 

また、東日本大震災分については、復旧・復興事業及び全国防災事業について、通常収支とはそれぞれ別

枠で整理し、所要の事業費及び財源を確保することとしている。 

なお、地方財政審議会からは、平成 29 年 5 月 31 日に「未来につながる地域社会に向けた地方税財政改

革についての意見」（以下「平成 29年 5月地財審意見」という。）及び平成 29年 12月 12日に「今後目指

すべき地方財政の姿と平成 30 年度の地方財政への対応についての意見」（以下「平成 29 年 12 月地財審意

見（地方財政関係）」という。）（附属資料参照）が述べられている。 

以上を踏まえ、次の方針に基づき平成 30年度地方団体の歳入歳出総額の見込額を策定している。 

ア 通常収支分 

（ア）地方税制については、平成 30年度地方税制改正では、地方消費税の清算基準について抜本的な見直

しを行うほか、土地に係る固定資産税等の負担調整措置の延長、個人住民税の基礎控除等の見直し、た

ばこ税の税率の引上げ等の税制上の措置を講ずることとしている。また、わが国の温室効果ガス排出削

減目標の達成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森

林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の創設を決定している。 

（イ）地方財源不足見込額については、地方財政の運営に支障が生じることのないよう、次の措置を講じる

こととする。 

a 財源不足のうち建設地方債（財源対策債）の増発等により対処することとした残余については、平成

29年度に講じた平成 31年度までの制度改正に基づき、国と地方が折半して補填することとし、国負担分

については、国の一般会計からの加算により、地方負担分については、地方財政法第 5条の特例となる地

方債（臨時財政対策債）により補填措置を講じる。臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その

全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入する。 

b これに基づき、平成 30年度の財源不足見込額 6兆 1,783億円については、次により補填する。 

（a）地方交付税については、平成 28 年度分の精算による 2,245 億円の減額を繰り延べるほか、国の一

般会計加算により 7,022 億円（地方交付税法附則第 4 条の 2 第 2 項の加算額 3,367 億円、平成 22 年 12

月 22日付け総務・財務両大臣覚書第 3項（2）及び平成 28年 12月 19日付け総務・財務両大臣覚書第 8

項に定める平成 30 年度における「乖離是正分加算額」2,000 億円並びに臨時財政対策特例加算額 1,655

億円）増額する。 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/chihou/30data/2018data/30czs05-01.html


また、交付税特別会計剰余金 750億円を活用するとともに、地方公共団体金融機構法附則第 14条の規

定により財政投融資特別会計に帰属させる地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金 4,000 億円

を財政投融資特別会計から交付税特別会計に繰り入れる。 

（b）地方財政法第 5条の特例となる地方債（臨時財政対策債）を 3兆 9,865億円発行する。 

（c）建設地方債（財源対策債）を 7,900億円増発する。 

c 上記の結果、平成 30年度の地方交付税については、16兆 85億円（前年度比 3,213 億円、2.0％減）

を確保する。 

d 交付税特別会計の借入金については、特別会計に関する法律附則第 4条第 1項に基づき、4,000億円

の償還を実施する。 

（ウ）地方債については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を

講じ、また、地方団体が公共施設等の適正管理、防災・減災対策及び地域の活性化への取組を着実に推

進できるよう、所要の地方債資金を確保する。 

この結果、地方債計画（通常収支分）の規模は、11兆 6,456億円（普通会計分 9兆 2,186億円及び公

営企業会計等分 2兆 4,270億円）とする。 

なお、地方公共団体金融機構資金については、地方公共団体金融機構法附則第 25条に基づく地方公共

団体金融機構の業務の在り方全般に関する検討の結果を踏まえ、現行制度に係る同機構の枠組みの下で、

引き続き所要額を確保することとしている。 

（エ）地方創生の推進、個性と活力ある地域社会の構築、住民に身近な社会資本の整備、災害に強い安心安

全なまちづくり、総合的な地域福祉施策の充実、農山漁村地域の活性化等を図ることとし、財源の重点的

配分を行う。 

a 「まち・ひと・しごと創生事業費」については、引き続き 1兆円（前年度同額）を計上する。 

b 投資的経費に係る地方単独事業費については、公共施設等の老朽化対策をはじめ適正管理を推進する

ため、「公共施設等適正管理推進事業費」について、内容を拡充し 4,800 億円（前年度比 1,300 億円増）

に増額するとともに、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組めるよう「緊急防災・減災事業

費」を 5,000 億円（前年度同額）確保することとし、全体で前年度に比し 3.2％増額し、引き続き、地域

の自立や活性化につながる基盤整備を重点的・効率的に推進する。 

c 「重点課題対応分」については、引き続き 2,500億円（前年度同額）を計上する。 

d 社会保障・税一体改革による「社会保障の充実」として、子ども・子育て支援、医療・介護サービス

の提供体制改革、医療・介護保険制度改革等に係る措置を講じることとし、当該措置に係る地方負担につ

いて所要の財政措置を講じる。 

e 一般行政経費に係る地方単独事業費については、社会保障関係費の増等を適切に反映した計上を行う

ことにより、財源の重点的配分を図るとともに、地域において必要な行政課題に対して適切に対処する。 

f 消防力の充実、防災・減災対策等の推進及び治安維持対策等住民生活の安心安全を確保するための施策

に対し所要の財政措置を講じる。 

g 過疎地域の自立促進のための施策等に対し所要の財政措置を講じる。 

（オ）地方公営企業の経営基盤の強化を図るとともに、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連し

た社会資本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制の整備をはじめとする社会経済情勢の変化

に対応した事業の展開等を図るため、経費負担区分等に基づき、一般会計から公営企業会計に対し所要

の繰出しを行うこととする。 



（カ）地方行財政運営の合理化を図ることとし、職員数の純減、事務事業の見直しや民間委託など引き続き

行財政運営全般にわたる改革を推進する。 

イ 東日本大震災分 

（ア）復旧・復興事業 

a 東日本大震災に係る復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等を考慮して交付することとし

ている震災復興特別交付税については、直轄・補助事業に係る地方負担分等を措置するため、4,227億円

を確保する。また、一般財源充当分として 77億円を計上する。 

b 地方債については、復旧・復興事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を公的資金で

確保する。 

この結果、地方債計画（東日本大震災分）における復旧・復興事業の規模は、53 億円（普通会計分

32億円及び公営企業会計等分 21億円）とする。 

c 直轄事業負担金及び補助事業費、地方自治法に基づく職員の派遣、投資単独事業等の地方単独事業費

並びに地方税法等に基づく特例措置分等の地方税等の減収分見合い歳出等について所要の事業費 1 兆

1,079億円を計上する。 

（イ）全国防災事業 

全国防災事業については、地方税の臨時的な税制上の措置（平成 25 年度～平成 35 年度）による地方

税の収入見込額として 728億円を計上するとともに、一般財源充当分として 306億円を計上する。 

以上のような方針に基づいて策定した平成 30年度の地方財政計画の規模は、通常収支分は 86兆 8,973

億円で、前年度と比べると 2,775 億円増加（0.3％増）となり、東日本大震災分は、復旧・復興事業が 1

兆 1,079億円で、前年度と比べると 1,763億円減少（13.7％減）、全国防災事業が 1,035 億円で、前年度

と比べると 89億円増加（9.4％増）となっている。 

通常収支分についてみると、歳入では、地方税は 39兆 4,294億円で、前年度と比べると 3,631億円増

加（0.9％増）（道府県税 1.7％減、市町村税 3.2％増）、地方譲与税は 2兆 5,754億円で、前年度と比べる

と 390 億円増加（1.5％増）、地方特例交付金は 1,544 億円で、前年度と比べると 216 億円増加（16.3％

増）、地方交付税は 16 兆 85 億円で、前年度と比べると 3,213 億円減少（2.0％減）、国庫支出金は 13 兆

6,512億円で、前年度と比べると 1,126億円増加（0.8％増）、地方債（普通会計分）は 9兆 2,186億円で、

前年度と比べると 279億円増加（0.3％増）となっている。 

歳出では、給与関係経費は 20 兆 3,144 億円で、前年度と比べると 65 億円減少（0.0％減）となってい

る。なお、地方財政計画における職員数については、84 人の純減としている。一般行政経費は 37 兆 522

億円で、前年度と比べると 4,932億円増加（1.3％増）となり、このうち一般行政経費にかかる地方単独事

業費は 14兆 614億円で、前年度と比べると 401億円増加（0.3％増）となっている。公債費は 12兆 2,064

億円で、前年度と比べると 3,838億円減少（3.0％減）、投資的経費は 11兆 6,180億円で、前年度と比べる

と 2,610億円増加（2.3％増）となっている。なお、投資的経費に係る地方単独事業費は 5兆 8,076億円で、

前年度と比べると 1,779億円増加（3.2％増）となっている。 

東日本大震災分（復旧・復興事業）についてみると、歳入では、震災復興特別交付税は 4,227 億円で、

前年度と比べると 276億円減少（6.1％減）、国庫支出金は 6,688億円で、前年度と比べると 1,371億円減

少（17.0％減）などとなっている。歳出では、一般行政経費は 2,950億円で、前年度と比べると 1,250億

円減少（29.8％減）、投資的経費は 7,810億円で、前年度と比べると 531億円減少（6.4％減）などとなっ



ている。 

東日本大震災分（全国防災事業）についてみると、歳入では地方税は 728億円で、前年度と比べると 8

億円増加（1.1％増）などとなっている。歳出では公債費は 1,035億円で、前年度と比べると 89億円増加

（9.4％増）となっている。 

また、平成 30年度の地方債計画の規模は、通常収支分が 11兆 6,456億円（普通会計分 9兆 2,186億円、

公営企業会計等分 2 兆 4,270 億円）で、前年度と比べると 199 億円増加（0.2％増）となっている。東日

本大震災分は、復旧・復興事業が 53 億円（普通会計分 32 億円、公営企業会計等分 21 億円）で、前年度

と比べると 135億円減少（71.8％減）となっている。 

（3）地方公営企業等に関する財政措置 

ア 地方公営企業 

（ア）通常収支分 

地方公営企業については、経営基盤の強化を図るとともに、上・下水道、交通、病院等住民生活に密

接に関連した社会資本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制の整備をはじめとする社会経済

情勢の変化に対応した事業の展開等を図る必要がある。 

このため、平成 30年度においては、次のような措置を講じることとしている。 

公営企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等に基づく公営企業繰出金については、地

方財政計画において 2兆 5,584 億円（前年度 2兆 5,256億円）を計上する。 

地方公営企業の建設改良等に要する地方債については、地方債計画において公営企業会計等分 2 兆

4,270億円（前年度 2兆 4,350億円）を計上する。 

各事業における地方財政措置のうち主なものは以下のとおりである。 

a 簡易水道事業及び下水道事業（流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に係るも

のに限る。）については、前年度に引き続き、事業年度における一般会計からの繰出しに代えて、臨時的

に公営企業債（臨時措置分）を措置することとし、当該臨時措置分に係る公営企業債の元利償還金につい

ては、その全額（流域下水道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度において基準財政需要額

に算入する。 

b 地方公営企業を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図る

ため、抜本的な改革の検討等については、公営企業の経営に精通した人材を活用した経営支援活動に要

する経費について特別交付税措置を講じる。また、経営戦略の策定に要する経費については、平成 30年

度までを期限として特別交付税措置を講じる。この措置においては、水道事業の広域化等の調査・検討

に要する経費について、重点的な支援を講じる。なお、水道事業における高料金対策及び下水道事業に

おける高資本費対策に係る特別交付税措置については、経営戦略を策定していることを要件としている。 

また、公営企業会計の適用の推進について、平成 31年度までの集中取組期間において、下水道事業及

び簡易水道事業を重点事業として公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、適用に要する経費につ

いて、地方財政措置を講じる。 

c 水道事業については、簡易水道事業の統合推進に要する経費について、地方交付税措置を講じる。ま

た、統合後の上水道事業における経営基盤の強化等を図るため、地方財政措置を講じる。 



d 病院事業については再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備費等について地方財政措置を講じ

るほか、不採算医療・特殊医療等に対しても地方交付税措置を講じる。 

（イ）東日本大震災分 

地方公営企業に係る復旧・復興事業については、一般会計から公営企業会計への繰出基準の特例を設

け、一般会計から公営企業会計に対し所要の繰出しを行うこととし、当該繰出金に対しては、その全額

（復興事業のうち東日本大震災復興交付金（効果促進事業）は 95％）を震災復興特別交付税により措置

することとしており、地方財政計画において 180 億円を計上する。また、復旧・復興事業に係る地方債

については、   地方債計画において公営企業会計等分 21億円を計上する。 

イ 国民健康保険事業 

国民健康保険制度については、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改

正する法律」（平成 27 年法律第 31 号）に基づき、平成 30 年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の

責任主体となるが、国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、財政基盤の強化のための支援措置を次の

とおり講じることとしている。 

（ア）都道府県が、都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政調整を行うため、国民健康

保険法（昭和 33年法律第 192号）第 72条の 2に基づき、一般会計から当該都道府県の国民健康保険に

関する特別会計に繰り入れられる都道府県繰入金（給付費等の 9％分）については、その所要額（6,469

億円）について地方交付税措置を講じる。 

（イ）国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観点から、市町村（一部事務組合等を除く。）が保険料軽減

相当額に応じて、一般会計から国民健康保険特別会計への繰入れを行う際に、当該費用に対し、都道府

県が一部（都道府県 3/4、市町村 1/4）を負担することとし、その所要額（4,494億円）について地方交

付税措置を講じる。 

（ウ）低所得者を多く抱える保険者を支援する観点から、市町村（一部事務組合等を除く。）が低所得者数

に応じて、一般会計から国民健康保険特別会計への繰入れを行う際に、当該費用（2,598 億円）に対し、

国及び都道府県が一部（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）を負担することとし、地方負担（1,299 億

円）について地方交付税措置を講じる。 

（エ）高額医療費負担金（3,683 億円）については、都道府県国保に対し、国及び都道府県が一部（国 1/4、

都道府県 1/4、都道府県国保 1/2）を負担することとし、地方負担（921億円）について地方交付税措置

を講じる。 

（オ）国保財政安定化支援事業については、国保財政の健全化に向けた市町村一般会計から国民健康保険特

別会計への繰入れについて、所要の地方交付税措置（1,000億円）を講じる。 

（カ）国民生活の質の維持・向上を確保しつつ、医療費の適正化を図ることを目的として、40 歳から 74

歳までの国保被保険者に対して糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導を行うため、特定健康診

査・保健指導事業（517億円）に対して、国及び都道府県が一部（国 1/3、都道府県 1/3、都道府県国保

1/3）を負担することとし、地方負担（172億円）について地方交付税措置を講じる。 

ウ 後期高齢者医療制度 

後期高齢者医療制度については、実施主体である広域連合の財政基盤の強化のための支援措置を次のとお



り講じることとしている。 

（ア）保険料軽減制度については、低所得者に対する配慮として、後期高齢者の被保険者の保険料負担の緩

和を図る（均等割 2割・5割・7割軽減）とともに、元被扶養者の保険料軽減を行う（均等割 5割軽減）

ため、都道府県及び市町村が負担（都道府県 3/4、市町村 1/4）することとし、その所要額（3,089億円）

について地方交付税措置を講じる。 

なお、「今後の社会保障改革の実施について」（平成 28年 12月 22日社会保障制度改革推進本部決定）

により、低所得者に対する所得割の軽減特例措置について、平成 30年 4月に廃止（低所得者に対する均

等割の軽減特例措置については継続）するとともに、元被扶養者に対する均等割の軽減特例措置につい

て、平成 30年 4月に 5割軽減とし、平成 31年 4月に廃止することとされている。 

また、70 歳から 74 歳までの窓口負担軽減措置については、平成 26 年度から新たに 70 歳になる者か

ら段階的に法定の負担割合（2割）に見直すこととされており、所要額が平成 30年度予算に計上されて

いる。 

（イ）高額医療費負担金（3,100 億円）については、広域連合の拠出金に対し、国及び都道府県が一部（国

1/4、都道府県 1/4、広域連合 1/2）を負担することとし、地方負担（775 億円）について地方交付税措

置を講じる。 

（ウ）財政安定化基金については、保険料未納や給付増リスク等による後期高齢者医療広域連合の財政影響

に対応するため、都道府県に基金を設置しその拠出金（193 億円）に対して国及び都道府県が一部（国

1/3、都道府県 1/3、広域連合 1/3）を負担することとし、地方負担（64億円）について地方交付税措置

を講じる。 

（エ）実施主体である広域連合に対する市町村分担金、市町村の事務経費及び都道府県の後期高齢者医療審

査会関係経費等について所要の地方交付税措置を講じる。 

 



 　国の一般会計及び地方財政計画等の推移（当初）

（単位：百万円）

う　　　　　　ち

給 与 費 投資的経費 （ 補 助 ） （ 単 独 ）

平成 元 年度 60,414,194 32,270,500 62,772,700 17,212,000 20,553,600 9,277,900 11,275,700 8,805,100

2 66,236,791 34,572,400 67,140,200 18,151,600 21,355,000 9,291,200 12,063,800 8,804,400

3 70,347,419 36,805,600 70,884,800 19,487,600 22,735,000 9,464,800 13,270,200 9,081,500

4 72,218,011 40,802,200 74,365,100 20,797,400 24,465,500 9,668,300 14,797,200 8,750,000

5 72,354,824 45,770,600 76,415,200 21,755,500 26,791,800 10,214,600 16,577,200 10,358,500

6 73,081,669 47,858,200 80,928,100 22,191,100 29,072,300 10,505,800 18,566,500 14,734,000

7 70,987,120 48,190,100 82,509,300 22,567,600 30,362,000 10,862,000 19,500,000 16,033,200

8 75,104,924 49,124,700 85,284,800 22,763,200 31,065,200 10,965,200 20,100,000 18,110,300

9 77,390,004 51,357,100 87,059,600 23,103,900 31,069,200 10,969,200 20,100,000 17,365,900

10 77,669,179 49,959,200 87,096,400 23,313,700 29,218,300 9,918,300 19,300,000 16,094,000

11 81,860,122 52,899,200 88,531,600 23,597,200 29,478,800 10,178,800 19,300,000 16,397,000

12 84,987,053 44,495,500 88,930,000 23,578,300 28,418,700 9,918,700 18,500,000 16,310,600

13 82,652,379 32,547,200 89,307,100 23,571,400 27,170,500 9,670,500 17,500,000 16,499,800

14 81,229,993 26,792,000 87,566,600 23,625,400 24,598,500 8,848,500 15,750,000 16,523,900

15 81,789,078 23,411,500 86,210,700 23,369,600 23,286,800 8,406,800 14,880,000 18,484,500

16 82,110,925 20,489,400 84,666,900 22,938,200 21,328,300 7,858,300 13,470,000 17,484,300

17 82,182,918 17,151,800 83,768,700 22,668,400 19,521,100 7,030,000 12,491,100 15,536,600

18 79,686,024 15,004,600 83,150,800 22,527,300 16,888,900 6,797,800 10,091,100 13,946,600

19 82,908,808 14,162,200 83,126,100 22,511,100 15,232,800 6,644,400 8,588,400 12,510,800

20 83,061,340 13,868,900 83,401,400 22,207,100 14,815,100 6,484,400 8,330,700 12,477,600

21 88,548,001 15,863,200 82,555,700 22,127,100 14,061,700 5,980,900 8,080,800 14,184,400

22 92,299,193 18,356,900 82,126,800 21,686,400 11,907,400 5,039,100 6,868,300 15,897,600

23 92,411,613 14,905,900 82,505,400 21,269,400 11,303,200 5,947,400 5,355,800 13,734,000

24 90,333,932 17,648,200 84,276,400 20,990,500 12,281,800 6,913,800 5,368,000 14,030,100

25 92,611,539 18,389,600 84,453,200 19,760,000 12,472,600 7,418,600 5,054,000 13,687,800

26 95,882,303 16,180,000 85,574,500 20,353,100 12,565,900 7,300,000 5,265,900 12,982,700

27 96,341,951 14,621,500 87,767,500 20,346,100 12,780,600 7,465,200 5,315,400 12,206,400

28 96,721,841 13,481,100 87,670,200 20,337,800 12,407,000 6,935,300 5,471,700 11,246,200

29 97,454,709 15,128,200 87,998,600 20,330,500 12,191,100 6,524,000 5,667,100 11,644,500

30 97,712,769 14,463,100 88,108,700 20,322,800 12,399,000 6,571,200 5,827,800 11,650,900

（注） 　財政投融資計画については、財政投融資改革に伴い、平成13年度から資金運用事業は廃止され、

政府保証外債が加えられることから、平成12年度計数について比較対象のため所要の修正を行っている。

  地方財政計画の平成17年度投資的経費の額については、平成18年度との比較対照のため組替えがなされている

ため、それに従っている。

　平成24年度からの地方財政計画、地方債計画の数値については、通常収支分と東日本大震災分の合計で

ある。

〔対前年度増減率〕

（単位：％）

う　　　　　　ち

給 与 費 投資的経費 （ 補 助 ） （ 単 独 ）

平成 元 年度 6.6 9.0 8.6 4.0 5.3 0.8 9.2 △　4.1

2 9.6 7.1 7.0 5.5 3.9 0.1 7.0 △　0.0

3 6.2 6.5 5.6 7.4 6.5 1.9 10.0 3.1

4 2.7 10.9 4.9 6.7 7.6 2.2 11.5 △　3.7

5 0.2 12.2 2.8 4.6 9.5 5.7 12.0 18.4

6 1.0 4.6 5.9 2.0 8.5 2.9 12.0 42.2

7 △　2.9 0.7 2.0 1.7 4.4 3.4 5.0 8.8

8 5.8 1.9 3.4 0.9 2.3 1.0 3.1 13.0

9 3.0 4.5 2.1 1.5 0.0 0.0 0.0 △　4.1

10 0.4 △　2.7 0.0 0.9 △　6.0 △　9.6 △　4.0 △　7.3

11 5.4 5.9 1.6 1.2 0.9 2.6 0.0 1.9

12 3.8 △　15.9 0.5 △　0.1 △　3.6 △　2.6 △　4.1 △　0.5

13 △　2.7 △　26.9 0.4 △　0.0 △　4.4 △　2.5 △　5.4 1.2

14 △　1.7 △　17.7 △　1.9 0.2 △　9.5 △　8.5 △　10.0 0.1

15 0.7 △　12.6 △　1.5 △　1.1 △　5.3 △　5.0 △　5.5 11.9

16 0.4 △　12.5 △　1.8 △　1.8 △　8.4 △　6.5 △　9.5 △　5.4

17 0.1 △　16.3 △　1.1 △　1.2 △　8.5 △　10.5 △　7.3 △　11.1

18 △　3.0 △　12.5 △　0.7 △　0.6 △　13.5 △　3.3 △　19.2 △　10.2

19 4.0 △　5.6 △　0.0 △　0.1 △　9.8 △　2.3 △　14.9 △　10.3

20 0.2 △　2.1 0.3 △　1.4 △　2.7 △　2.4 △　3.0 △　0.3

21 6.6 14.4 △　1.0 △　0.4 △　5.1 △　7.8 △　3.0 13.7

22 4.2 15.7 △　0.5 △　2.0 △　15.3 △　15.7 △　15.0 12.1

23 0.1 △　18.8 0.5 △　1.9 △　5.1 18.0 △　22.0 △　13.6

24 △　2.2 18.4 2.1 △　1.3 8.7 16.2 0.2 2.2

25 2.5 4.2 0.2 △　5.9 1.6 7.3 △　5.8 △　2.4

26 3.5 △　12.0 1.3 3.0 0.7 △　1.6 4.2 △　5.2

27 0.5 △　9.6 2.6 △　0.0 1.7 2.3 0.9 △　6.0

28 0.4 △　7.8 △　0.1 △　0.0 △　2.9 △　7.1 2.9 △　7.9

29 0.8 12.2 0.4 △　0.0 △　1.7 △　5.9 3.6 3.5

30 0.3 △　4.4 0.1 △　0.0 1.7 0.7 2.8 0.1
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